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(財)財務会計基準機構会員 

平成２０年３月期  決算短信 

                                              平 成 ２０年 ４ 月 ３０日 
 
  上場会社名 大同特殊鋼株式会社               上場取引所 東証一部・名証一部 
  コード番号 ５４７１                      ＵＲＬ http://www.daido.co.jp/ 
  代 表 者 (役職名) 代表取締役社長 (氏名) 小澤 正俊 
  問合せ責任者 (役職名) 総 務 部 長 (氏名) 野村 敏夫      ＴＥＬ（０５２）９６３－７５０１ 
  定時株主総会開催予定日  平成２０年６月２７日   配当支払開始予定日  平成２０年６月３０日 
  有価証券報告書提出予定日 平成２０年６月２７日 

(百万円未満切捨て) 
  １．２０年３月期の連結業績（平成１９年４月１日～平成２０年３月３１日）     
  （１）連結経営成績                             （％表示は対前期増減率） 

 
売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
２０年３月期 ５９１，３９８ 13.2 ３８，４４１ 21.3 ３７，５０１ 13.5 １４，１９６ △27.4
１９年３月期 ５２２，６２０ 8.7 ３１，７００ △15.6 ３３，０２９ △16.1 １９，５５２ △7.8

 
 １ 株 当 た り 

当 期 純 利 益 
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自 己 資 本
当期純利益率

総 資 産 
経 常 利 益 率 

売 上 高
営 業 利 益 率

      円   銭      円   銭 ％ ％ ％
２０年３月期   ３２  ７２ ― ７．６ ６．９ ６．５ 
１９年３月期 ４５  ０６ ― １０．８ ６．６  ６．１ 

  （参考）持分法投資損益 ２０年３月期   １，５８２百万円  １９年３月期  ２，５３９百万円 
 
  （２）連結財政状態 

 
総  資  産 純  資  産 自己資本比率 １株当たり純資産 

         百万円         百万円           ％       円   銭
２０年３月期 ５５９，２７８ ２１８，１６１ ３３．６ ４３３  ５３ 
１９年３月期 ５２５，５６９ ２０５，２９２      ３５．７ ４３２  ８９ 

  （参考）自己資本 ２０年３月期  １８８，０９０百万円   １９年３月期 １８７，８３９百万円 
 
  （３）連結キャッシュ・フローの状況 

 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

         百万円         百万円         百万円         百万円
２０年３月期 ２３，２２５ △２４，５６４ １，８５５ １４，２５１ 
１９年３月期 １５，１５１ △３４，２９７ １５，６６７ １０，８１４ 

 
  ２．配当の状況 

 １株当たり配当金 

(基準日) 中間期末 期末 年間 

配当金総額 
(年間) 

配当性向 
(連結) 

純資産 
配当率 
(連結) 

 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
１９年３月期   ４ ００   ４ ００   ８ ００ ３，４７２  １７．８   １．９ 
２０年３月期   ４ ００   ４ ００   ８ ００ ３，４７１  ２４．５   １．８ 
２１年３月期 
（予想） 

  ４ ００   ４ ００   ８ ００   １９．８  

 
  ３．２１年３月期の連結業績予想（平成２０年４月１日～平成２１年３月３１日） 

（％表示は、通期は対前期、第２四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 
１ 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭
第２四半期 
連結累計期間 

３０６，０００ 7.6 １１，５００ △26.9 １１，０００△31.4 ５，０００ 39.0 １１ ５２

通   期 ６３０，０００ 6.5 ３４，０００△11.6 ３３，０００△12.0 １７，５００ 23.3 ４０ ３４
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４．その他 
  （１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  有 
     新規 １社(社名 日本精線㈱) 
    (注)詳細は、８ページの「２．企業集団の状況」をご覧ください。 
 
  （２）連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本とな

る重要な事項の変更に記載されるもの） 
     ① 会計基準等の改正に伴う変更  有 
     ② ①以外の変更         有 
    (注)詳細は、19ページの「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 
 
  （３）発行済株式数（普通株式） 
     ① 期末発行済株式数(自己株式を含む) ２０年３月期 434,487,693 株 １９年３月期 434,487,693 株 
     ② 期末自己株式数          ２０年３月期   625,954 株 １９年３月期   564,501 株 
    (注)１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、22ページ「１株当たり情報」 

をご覧ください。 
 
 

(参考)個別業績の概要 
  １．２０年３月期の個別業績（平成１９年４月１日～平成２０年３月３１日） 
  （１）個別経営成績                            （％表示は対前期増減率） 

 
売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
２０年３月期 ３８２，８０８ 15.1 １８，３７１ 28.3 １９，２０５ 19.9 ２０，６４２ 91.2
１９年３月期 ３３２，５６０ 11.8 １４，３１８ △27.3 １６，０１４ △24.1 １０，７９４ △35.9

 
 １ 株 当 た り 

当 期 純 利 益 
潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

        円    銭      円    銭
２０年３月期 ４７  ５７ ― 
１９年３月期 ２４  ８７ ― 

 
  （２）個別財政状態 

 
総  資  産 純  資  産 自己資本比率 １株当たり純資産 

         百万円         百万円           ％       円   銭
２０年３月期 ４０２，９５４ １４１，３５９ ３５．１ ３２５   ７４ 
１９年３月期 ３７８，５４８    １３２，８２３  ３５．１   ３０６   ０２ 

   (参考)自己資本  ２０年３月期   １４１，３５９百万円  １９年３月期  １３２，８２３百万円 
 
  ２．２１年３月期の個別業績予想（平成２０年４月１日～平成２１年３月３１日） 

（％表示は、通期は対前期、第２四半期累計期間は対前年同四半期増減率） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 
１ 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭
第２四半期 
累計期間 

２００，０００ 5.9 ２，０００△71.5 ３，０００△63.2 ２，０００ △66.0 ４ ６１

通   期 ４３０，０００ 12.3 １４，５００△21.1 １６，０００△16.7 １０，５００ △49.1 ２４ ２０

 
  ※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
    上記の予想につきましては、現状で判断しうる一定の前提、仮定に基づいております。今後発生する状況の変化によ 

っては異なる業績結果となることも予想されますのでご了解ください。なお、上記業績予想に関する事項は、４ページ 
をご参照ください。 
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１．経営成績 
 
（１）経営成績に関する分析 
 
①当期の経営成績 

当期の日本経済は、改正建築基準法施行の影響による住宅投資の落ち込みや、原油価格およびサブプライムロー

ン問題に端を発する為替レート、株価の急激な変動から減速傾向にはあるものの、堅調な外需や底堅く推移する設

備投資を背景に、緩やかな拡大を続けてまいりました。 

特殊鋼業界の主要需要産業である自動車産業は、引き続き輸出が好調に推移し、国内販売は減少となりましたが

生産台数は前期を上回りました。それに伴い当社グループの受注も自動車関連事業を中心に堅調に推移しました。

また、その他の事業につきましても、一部の製品を除き、需要は底堅く推移し、高水準の生産が継続しました。 

このような需要環境の中、ニッケル、鉄スクラップ等の原材料価格高騰に対する販売価格改善を進め、当期の当

社グループの売上高は5,913億98百万円と前期比687億78百万円の増収となりました。利益面では、原材料価格

の高騰が引き続き収益を圧迫しましたが、販売価格改善に加え、受注内容改善、コスト改善に努めた結果、経常利

益は375億1百万円、前期比44億71百万円の増益となりました。当期純利益は関連会社の株式売却による法人税

等の発生の結果、141億96百万円と前期比53億56百万円の減益となりました。 

なお、前期まで持分法適用関連会社であった日本精線㈱が、連結子会社であった大同ステンレス㈱を平成 19 年

10月１日付けで吸収合併しております。これに伴い、日本精線㈱を持分法の適用範囲から除外し、連結子会社とし

ております。 
 

セグメント（部門）別の状況は、次のとおりであります。 
 

特殊鋼鋼材 

当社グループの特殊鋼鋼材の主要需要分野である日系自動車産業の生産は、国内販売は減少したものの、ＢＲ

ＩＣｓをはじめとした新興地域等での市場拡大による完成車、およびＫＤセットの輸出の伸長により前期比増加

しました。その他の需要分野も、外需の拡大を背景に産業機械、建設機械を中心に好調な需要環境が続きました。 

こうした需要環境の中、当社の受注も客先の買い控えや住宅建設減少によるステンレス鋼での減少はあったも

のの、自動車関連を中心に総じて堅調に推移し、売上数量は前期比３％の増加となりました。 

利益面では、鉄スクラップ価格が１月以降、需給の逼迫により急激かつ大幅に上昇し、想定を大きく上回るコ

ストアップとなり、採算的に厳しいものとならざるをえませんでした。一方で、ニッケルをはじめとした各種金

属価格の高騰に対しては、ステンレス鋼製品を中心に販売価格改善、エキストラの拡大などの活動をさらに推し

進めるとともに、コスト改善に向けた最大限の自助努力を鋭意推進しました。 

その結果、当期の特殊鋼鋼材の売上高は3,296億38百万円、前期比14.6％の増加となりました。 
 

電子・磁性材料 

高合金事業は、当期前半でのＩＴ関連製品の市況悪化や、ニッケル価格の乱高下による買い控えで売上数量は

減少しましたが、販売価格改善、受注内容改善を進めたことにより売上高は増加しました。ニッケル価格の高騰

に対しては、前述の販売価格改善に加え、コスト改善、棚卸資産圧縮を推し進めました。磁石材料事業は、ＦＡ

サーボモーター用磁石の売上数量は減少しましたが、ＯＡ関連製品は好調に推移しました。磁石原料のネオジム

価格の高騰に対しては販売価格改善を進めました。また、薄膜・電子材料は、大型液晶ＴＶ用冷陰極管ニオブ材

の売上高が大幅に増加しました。 

その結果、当期の電子・磁性材料の売上高は791億50百万円、前期比22.8％の増加となりました。 
 

自動車部品・産業機械部品 

自動車部品関連は、好調な自動車生産を受け熱間精密鍛造品や型鍛造品等で売上数量が増加しました。また、

精密鋳造品は、欧州でのディーゼル車の生産拡大によるターボチャージャー部品の大幅な売上数量増、および原

材料価格高騰に対する販売価格改善により売上高が増加しました。 

産業機械部品関連は、重電、航空機、化学プラント関連で引き続き堅調に推移しました。こうした需要環境の

中、競争力強化、業容拡大に向け７０００ｔプレス新設を進めるとともに、特殊溶解炉（エレクトロ・スラグ炉）

を増強しました。また、原材料価格高騰に対しては、販売価格改善、高付加価値製品へのシフトをさらに推し進

めました。 

その結果、当期の自動車部品・産業機械部品の売上高は1,158億90百万円、前期比8.3％の増加となりました。 
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エンジニアリング 

環境設備製品は、官需の冷え込みにより低迷しました。一方、工業炉製品は、堅調な民間設備投資に牽引され、

溶解・精錬設備やＳＴＣ炉等の熱処理炉製品を中心に好調に推移しました。 

また、連結子会社である大同マシナリー㈱が、当期より決算日を12月31日から３月31日へ変更しております。

これに伴い、当期には同社の15ヶ月分の財務諸表を連結しております。 

その結果、当期のエンジニアリングの売上高は411億9百万円、前期比10.5％の増加となりました。 
 

新素材 

チタン製品は、輸出向けは在庫調整の影響により減少しましたが、国内向けでゴルフ、眼鏡等の用途での採用

が進み売上数量が増加しました。チタン主原料価格の高騰に対しては販売価格改善を進めました。 

粉末製品は、ニッケル価格下落に伴う買い控えはあったものの、海外市場を中心とした新規拡販により前期並

みの売上数量となりました。また、販売価格改善をさらに推し進めました。 

その結果、当期の新素材の売上高は155億67百万円、前期比12.3％の増加となりました。 
 

流通・サ－ビス 

子会社において建材部門から撤退したことにより売上高が減少しました。 

その結果、当期の流通・サービスの売上高は、100億42百万円、前期比18.4％の減少となりました。 
 
 

②次期の見通し 

今後の日本経済は、新興国向けを中心とした輸出の増加を背景に生産活動の緩やかな拡大が続くものの、金融収

縮による米国経済減速の影響を受け、低迷を余儀なくされるものと思われます。しかしながら、当社グループの主

要需要分野である自動車産業については、国内需要の低迷、北米向け輸出の減速が想定されるものの、国内生産は

ＢＲＩＣｓをはじめとした新興国向け輸出に牽引され好調を維持するものと見込まれます。また、発電、航空機等

の産業機械関係も引き続き堅調に推移するものと見込まれます。 

したがいまして、当社を取り巻く需要環境は概ね良好に推移するものと思われ、特殊鋼鋼材をはじめ各部門で旺

盛な需要に対応していく所存であります。一方で、原材料価格は鉄スクラップを中心に大幅に上昇する見通しであ

り、ユーザーの皆様のご理解を賜りながら販売価格改善を進めるとともに、コスト改善に向けた抜本的構造改革、

アライアンス拡大による鉄原料調達ソースの多様化を推進し、収益構造の再構築に努めてまいります。また、原材

料価格高騰の下、リードタイム短縮、棚卸資産圧縮によるキャッシュ・フローの改善に取り組み、財務体質改善に

努めてまいります。 

チタン、粉末などの新素材、航空機エンジンシャフトなどの「Ｎｏ．１商品」を軸とした戦略事業・商品につい

ては、積極的に展開してきた設備投資の効果最大化を図るとともに、次なる商品群の開発、育成に注力することに

より、さらなる飛躍、財務体質改善を推進してまいります。 

当社グループは、モノづくりの原点を見据え、より高品質な製品や技術の開発に取り組んでまいります。そして、

あらゆる産業分野で進展するイノベーションに応えられる、高い技術力を持ったグローバルサプライヤーとして、

社会に貢献する特長ある商品の創造に邁進いたします。 
 

（百万円） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

平成20年3月期(実績) 591,398 38,441 37,501 14,196 

平成21年3月期(予想) 630,000 34,000 33,000 17,500 

 （注）1. 業績見通しにつきましては、現状で判断しうる一定の前提、仮定に基づいております。 

今後発生する状況の変化によっては異なる業績結果となることも予想されますので、 

投資等の判断材料として全面的に依拠されることは差し控えください。 

           2. 業績見通しの前提とする主要な価格指標は次のとおりであります。 

             ・為替レート               102.5円／＄ 

             ・鉄スクラップ[中部地区Ｈ２建値]     54.5千円／t 

             ・ニッケル  [ＬＭＥ市況]        12.5＄／ｌｂ 

             ・モリブデン [メタルズウィーク誌市況]  34.0＄／ｌｂ 



大同特殊鋼（株）(5471) 平成 20 年３月期決算短信 

 5

（２）財政状態に関する分析 
  
①当期末の資産の状況 

当社グループの当連結会計年度末の総資産は5,592億78百万円と前連結会計年度末に比べ337億9百万円の

増加となりました。 

総資産の主な増減内訳と要因は以下のとおりです。 

・「受取手形及び売掛金」の増加80億52百万円…主として日本精線㈱を新たに連結子会社としたことによる

増加。 

・「棚卸資産」の増加207億21百万円…主として原材料価格高騰による在庫単価の上昇による増加および日本

精線㈱を新たに連結子会社としたことによる増加。 

・「有形固定資産」の増加154億80百万円…主として日本精線㈱を新たに連結子会社としたことによる増加。 

・「投資有価証券」の減少180億86百万円…主としてその他有価証券の時価評価差額減少による減少。 

また、当社グループの当連結会計年度末の少数株主持分を含めた純資産額は2,181億61百万円と前連結会計

年度末に比べ128億69百万円の増加となりました。 

純資産の主な増加内訳と要因は以下のとおりです。 

・「利益剰余金」の増加107億24百万円…主として当期純利益141億96百万円の計上による。 

・「その他有価証券評価差額金」の減少99億81百万円…保有株式の時価の下落による減少。 

・「少数株主持分」の増加126億18百万円…主として日本精線㈱を新たに連結子会社としたことによる増加。 

この結果、当連結会計年度末の自己資本比率は33.6％となり、前連結会計年度末(35.7％)と比べ2.1ポイン

ト低下し、１株当たり純資産額は433円53銭と前連結会計年度末（432円89銭）に比べ64銭増加しておりま

す。 
 

②当期のキャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末の現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末対比34億36百万円増加

し、142億51百万円となりました。この増加は、主に日本精線㈱を新たに連結子会社としたことによるものです。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、232億25百万円（前連結会計年度対比80億74百万円の増加）となりました。

収入の主な内訳は、税金等調整前当期純利益374億1百万円であり、支出の主な内訳は、原材料価格高騰などによ

る棚卸資産の増加161億33百万円、仕入債務の減少35億97百万円であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、245億64百万円（前連結会計年度対比97億32百万円の減少）となりました。

収入の主な内訳は、投資有価証券の売却による収入191億16百万円であり、支出の主な内訳は、有形固定資産の取

得による支出247億85百万円、投資有価証券の取得による支出196億71百万円であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は、18億55百万円（前連結会計年度対比138億12百万円の減少）となりました。

これは、コマーシャルペーパーの増加等によるものです。 
 

なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

 平成18年3月期 平成19年3月期 平成20年3月期

自 己 資 本 比 率（％） 36.2 35.7 33.6

時 価 ベ ー ス の 自 己 資 本 比 率（％） 108.8 63.2 40.0

キャッシュ･フロー対有利子負債比率（年）  6.9 11.4 7.8

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 12.9 8.1 9.4

 （注）自己資本比率：自己資本／総資産 
   時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 
   キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
   インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

・指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 
・株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出しております。 
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・営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フロー

を使用しております。有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払ってい

る全ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の

利息の支払額を使用しております。 
 
 
（３）利益配分に関する基本方針および当期・次期の配当 
 

配当の方針につきましては、安定した利益還元の継続を基本としておりますが、連結業績および配当性向等も総

合的に勘案し、株主の皆様のご期待にお応えしていきたいと考えております。また、毎期における配当の回数につ

きましては、中間期と期末の２回を基本とし、取締役会の決議で中間配当を、株主総会の決議で期末配当を行なっ

ております。なお、当期の配当につきましては、先に中間配当として 1 株につき４円とさせていただきましたが、

期末につきましても１株につき４円（通期８円）とさせていただく案を本年６月の定時株主総会にお諮りすること

となりました。平成20年度を最終年度とする中期経営計画においては、連結配当性向15～20％、単独配当性向20

～30％を目標としております。一方、内部留保資金の使途につきましては、有利子負債を削減し財務体質改善を図

るとともに、企業価値の継続的な向上のための研究開発や設備投資などに活用することを基本としております。ま

た、当社は、株主への機動的な利益還元を可能とするため、会社法第454条第５項に規定する中間配当をすること

ができる旨を定款に定めております。 

なお、次期の配当につきましては、中間期１株につき４円、期末４円（通期８円）を予定しております。 

 （注） 次期配当の予定は、当期末（平成20年３月31日）現在で判断しうる一定の前提、仮定に基いて 

おります。 

今後発生する状況の変化によっては、現実の結果が目標および予定と異なる可能性があります。 
 
 
（４）事業等のリスク 
 

文中における将来に関する事項は、当期末（平成20年３月31日）現在において当社グループが判断したもので

あります。 
 

①事業環境の動向による経営成績への影響 

当社グループは、特殊鋼鋼材、電子・磁性材料、自動車部品・産業機械部品、エンジニアリング、新素材、流通・

サービスの６セグメントの事業を行っております。したがいまして、当社グループの業績は国内外の景気、公共投

資、民間設備投資、個人消費、市況等の動向に影響を受けます。また、各製品市場において、国内外の競合各社と

の厳しい競争状態にあり、その状況次第では当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

当社グループの主要需要業界は自動車関連産業であり、ユーザーとの厚い信頼関係を基盤に高いシェアを維持

しております。このため、種々の事業環境の中でも、国内外における自動車メーカーの生産動向、および当社グ

ループの価格交渉力が経営成績に影響を与える可能性があります。 
 

②原材料の価格変動および安定調達 

当社グループ製品の主要原材料は、鉄スクラップやニッケル等合金鉄です。また、生産活動の過程において電力、

重油などのエネルギーを消費します。近年の世界的な鉄鋼生産量・消費量の急増は、これら原材料価格の上昇要因

となっております。したがいまして、原材料の需要変動による価格変動が当社グループの経営成績に影響を与える

可能性があります。 

原材料の需給関係が大きく崩れ、安定した調達が困難となった場合には、当社グループの生産活動に支障をきた

し、業績に影響を与える可能性があります。 
 

③金利変動 

当社グループは設備資金、運転資金の一部を金融機関等からの借入金等で調達しております。近年の市場金利は

低位で推移しておりますが、景気動向によっては金利情勢の変化も予想され、当社グループの経営成績に影響を与

える可能性があります。 
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④保有有価証券の価値変動 

当社グループが保有している投資有価証券の価値が、投資先の業績不振、証券市場における市況の悪化等で変動

した場合は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

また、退職給付信託資産を構成する有価証券の価格変動が業績に影響を与える可能性があります。 
 

⑤為替レートの変動 

当社グループは、製品等の輸出および原材料等の輸入において外貨建取引を行っており、また、外貨建の債権、

債務を保有しております。このため、為替レートの変動が業績に影響を与える可能性があります。 

 

⑥自然災害 

当社知多工場をはじめとする当社グループの製造拠点の多くは、愛知県内に立地しております。耐震性の強化な

どの防災対策を進めているほか、緊急地震速報システムを導入し、地震発生による被害の低減を図っておりますが、

懸念されている「東海地震」「東南海地震」などの自然災害に見舞われた場合は操業に支障が生じ、当社グループ

の経営成績に影響を与える可能性があります。 

 

⑦設備事故・労働災害 

当社グループの電気炉や圧延・鍛造機をはじめとする特殊鋼関連主要設備は、高温・高圧下で操業を行っており、

また化学薬品による加工処理も行っております。これらを原因とする事故の防止対策には万全を期して操業してお

りますが、万一重大な設備事故や労働災害が発生した場合には、当社グループの生産活動に支障をきたし、業績に

影響を与える可能性があります。 
 

⑧海外事業展開 

当社グループでは、米国をはじめ、中国、アジア、欧州などへ製品輸出および事業展開を行っております。した

がいまして、海外における政治経済状況の混乱、法令、規制等などの予期せぬ変更、その他の社会的混乱等に起因

する事業活動への弊害が発生することもありえます。その場合、海外における事業活動に支障をきたし、業績に影

響を与える可能性があります。 
 

⑨法令・規範変更 

当社グループは、国内、海外において多岐にわたる分野で事業活動を行っており、その遂行にあたっては、法令

その他の社会的規範を順守し、公正で健全な企業活動を展開しております。しかしながら、将来における法令、規

範の変更や社会の諸要求の厳格化による解釈の変更などによって発生する事態が、業績に影響を与える可能性があ

ります。 
 

⑩環境規制 

当社グループでは、その生産活動の過程において多くのエネルギーを消費するとともに、廃棄物、副産物等が発

生します。これらの消費や排出についての諸規制は、近年ますます厳しくなる傾向にありますが、当社グループは

国内外の法規制を順守し、社会貢献も含めた環境配慮の経営に取り組んでおります。しかし、今後環境に関するさ

らなる規制強化や、社会が求める環境水準の高まりなどに対応するために、これらに関わる制約や費用が、業績に

影響を与える可能性があります。 
 

⑪品質不適合 

当社グループの製品には、自動車、航空機、船舶などの分野で重要な部品の素材となるものが存在します。製品

の製造にあたっては、品質安定化の追求と、厳格な検査・保証管理体制を構築するとともに、損害保険加入等の対

策をとっております。しかし、予期せぬ事情により品質不適合品が市場に流出した場合には、製品の返品、交換、

損害賠償請求等による費用が発生し、業績に影響を与える可能性があります。 
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２．企業集団の状況 
 
       当社グループは、特殊鋼鋼材をベースとした幅広い事業展開を行っております。 
       下記に連結３８社のセグメント別関係図を示します。（平成20年３月末現在） 
 

                             顧           客 
 
  [事業ｾｸﾞﾒﾝﾄ]                 [国  内]                [海  外] 
   

(*1)大同興業㈱   大同ｱﾐｽﾀｰ㈱ 
下村特殊精工㈱   大同ﾏﾃｯｸｽ㈱ 
大同資材ｻｰﾋﾞｽ㈱   大同ｴｺﾒｯﾄ㈱ 
大同ﾃｸﾆｶ㈱      (*3)日本精線㈱ 
(*2)東北特殊鋼㈱  (*2)理研製鋼㈱ 
(*2)丸太運輸㈱   (*2)桜井興産㈱ 
(*2)泉電気工業㈱  (*2)川一産業㈱   
    

DAIDO PDM(THAILAND) CO.,LTD. 
天文大同特殊鋼股份有限公司 
DAIDO AMISTAR(M) SDN.BHD. 
DAIDO AMISTAR(S) PTE LTD 
 
 
 

 

             
㈱ﾀﾞｲﾄﾞｰ電子 
大同ｽﾍﾟｼｬﾙﾒﾀﾙ㈱ 
 
 
 

Daido Electronics(Thailand)Co.,Ltd. 

            
㈱大同ｷｬｽﾃｨﾝｸﾞｽ  ﾌｼﾞｵｰｾﾞｯｸｽ㈱    
日本鍛工㈱    東洋産業㈱ 
大同ｽﾀｰﾃｸﾉ㈱   日星精工㈱     
大同精密工業㈱ 
 

OHIO STAR FORGE CO. 

            
大同ﾏｼﾅﾘｰ㈱ 
大同環境ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱ 
大同ﾌﾟﾗﾝﾄ工業㈱ 
 
 

 
 
 

― 

          
 

― 
 

 
― 

          
㈱大同ﾗｲﾌｻｰﾋﾞｽ 
木曽駒高原観光開発㈱ 
㈱大同分析ﾘｻｰﾁ 
㈱ｽﾀｰｲﾝﾌｫﾃｯｸ 
㈱ﾗｲﾌｻﾎﾟｰﾄ 

Daido Steel(America)Inc. 
 
 

 

  
製品・サービスの販売 
製品・原材料・部品・サービスの供給 

（注）*1:大同興業㈱は全事業セグメントに属しています。 
*2:持分法適用会社であります。 

   *3:日本精線㈱は平成19年10月１日付けで大同ステンレス㈱を吸収合併し、大同ステンレス㈱は解散いたしました。  
これに伴い、日本精線㈱を持分法の適用範囲から除外し、連結子会社といたしました。 

   *4:平成19年11月30日に王子製鉄㈱の当社保有全株式を新日本製鐵㈱に譲渡しました。これに伴い、王子製鉄㈱を 
持分法の適用範囲から除外しました。 

 
なお、上記のうち国内の証券市場に上場している会社と公開市場は以下のとおりであります。 

     フジオーゼックス㈱････東京証券取引所  
     日本精線㈱････････････東京･大阪証券取引所 

東北特殊鋼㈱･･････････ジャスダック証券取引所 
 

電 
子磁 
・性 
材 
料 

自産 
動業 
車機 
部械 
品部 
・品 

エ 
ン 
ジリ 
ニン 
アグ 

流  
通サ 
・｜ 
ビ 
ス 

 
 

大 

 

同 

 

特 

 

殊 

 

鋼 

 

株 

 

式 

 

会 

 

社 

 連結子会社   ３２社 
 持分法適用会社  ６社 
 非連結会社   ３７社 

 
特 
殊 
鋼 
鋼 
材 

 新 
 素 
 材 
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３．経営方針 
 
（１）会社の経営の基本方針 
 

当社グループは、特殊鋼をベースにした高い技術力を背景に「２１世紀社会に貢献する創造的、個性的な企業集

団」を目指すことを基本理念とし、製品の競争力を強化し、高収益体質を定着させ企業価値を高めることによって

株主、取引先、従業員および社会の信頼と期待に応えられる『前進する企業集団』を目指しております。 
 
 

（２）目標とする経営指標 
 

当社グループでは、「０８中期経営計画」の中で、平成20年度売上高5,300億円、経常利益540億円、ＲＯＡ

10％超、有利子負債残高1,250億円を経営指標といたしました。これらの数値を目標として、収益率の向上および

財務体質の改善を図り、株主、投資家の皆様の期待に応えられるよう経営努力を重ねてまいります。 

上記目標に対し、平成19年度実績は売上高で5,913 億円と目標を上回ったものの、他の指標については経常利

益375億円、ＲＯＡ6.9％、有利子負債残高1,802億円にとどまりました。その主要因は原材料価格の急激な高騰

であり、調達コスト増と販売価格転嫁へのタイムラグによる利益の縮小、棚卸資産増加による運転資金の増大によ

り、有利子負債残高が増加しました。このような状況に対して、ユーザーの皆様のご理解を賜りながら販売価格改

善を進めるとともに、さらなるコスト改善の推進による収益基盤強化、棚卸資産圧縮をはじめとしたフリー・キャ

ッシュ・フローの拡大に向けた活動の推進による財務体質改善のスピードを上げてまいります。 
 

 
（３）中長期的な経営戦略と対処すべき課題 
 

当社グループは、平成18年３月に平成20年度を最終年度とする「０８中期経営計画（2006/4～2009/3）」を策

定いたしました。平成 17 年度を最終年度とする中期経営計画期間においては、量から質への転換による事業の再

構築を進めることにより、当社グループの中核を成す特殊鋼事業の収益基盤は、大きな改善を見ました。「０８中

期経営計画」においては、業界を取り巻く大きな経営環境の変化のなか、高い技術力を持ったグローバルサプライ

ヤーとしての地位を磐石なものとするため、「『量の質化』と『質の拡大』」を基本方針といたしました。この中

期経営計画の中では、以下の点を重点課題として掲げ、安定収益基盤の拡充と成長事業・成長商品の深耕を図って

まいります。 
 

①特殊鋼事業の深化 

旺盛な自動車関連需要に対応するため、各種合理化投資の効果を発現させ、生産性の向上および最大生産能力の

拡大を図るとともに、徹底したコスト削減を目指してまいります。また、原材料環境変化およびユーザーのグロー

バル化に対応するため、複眼的な提携・協業を推進してまいります。さらに、高付加価値製品の生産技術・生産体

制を革新し、リードタイム短縮により高度化するユーザーニーズに対応してまいります。 

これまでに工程のボトルネック解消に取り組み供給量の拡大を図ってまいりましたが、鉄スクラップの高騰によ

る採算性低下に対し、戦略的設備投資をはじめ抜本的構造改革に着手しております。また、鉄原料調達ソースの多

様化も睨んだ国内・海外各社との提携・協業を具体化させてきております。 
 

②戦略事業、「Ｎｏ．１商品」への積極的な経営資源投入 

成長分野を伸ばすために、戦略事業および「Ｎｏ．１商品」への投資を積極的に行います。具体的には、チタン・

粉末製品等の新素材、磁材、航空機・船舶・自動車向け等の鍛造品、ターボチャージャー関連部品等です。 

需要の伸長が著しい新素材については、チタン製品用の特殊溶解炉の増設を実施し、粉末製品についてもさらな

る能力増強を検討してまいります。航空機・船舶等の鍛造品の分野では、７０００ｔプレスの新設を進めるととも

に、特殊溶解設備（真空アーク炉、エレクトロ・スラグ炉）の増強を決定しております。また、磁材、ターボチャ

ージャー関連部品においても能力増強投資を実施、あるいは予定しております。 



大同特殊鋼（株）(5471) 平成 20 年３月期決算短信 

 10

 

③研究開発、事業化の加速 

攻めのＲ＆Ｄに向けて研究開発費をアップし、研究開発体制を刷新いたします。エレクトロニクス関連部材、環

境・省エネ技術、自動車関連部材に重点を置き、グループ内の共同研究開発体制を強化し、組織横断的な技術開発・

商品化を図ります。 

平成 19 年１月に研究開発の組織を再編成し、研究開発のスピードアップを図るとともに実用化に結びつく研究

開発を行い得る組織といたしました。 
 

④連結経営の強化によるグループ企業価値の向上 

戦略子会社の育成、強化を進める一方で、低採算事業については、さらに事業再構築あるいは撤退を進めます。

また、垂直分業の役割を果たすグループ会社については、一体運営体制を強化し、グループトータルでのコストダ

ウンを推進いたします。また、生産性大幅アップを目指した活動と省人投資を行ってまいります。 

ステンレス鋼線事業強化を目的に２社を合併し、設備エンジニアリング事業強化のために子会社２社の事業部門

を統合するとともに、限られた経営資源のコア事業への「選択と集中」を進めるため、持分法適用関連会社の株式

を売却いたしました。また、生産性向上活動に対する支援等を積極的に行い、グループ企業価値の最大化に取り組

んでおります。 
 

⑤マネージメント体制の強化 

平成 16 年より実施している「モノづくり改革、ヒトづくり革新」活動によりさらなる生産性向上を図ります。

また、部門、連結子会社の枠を超えた横断的業務革新を推進し、内部統制の強化を図るとともに、あらゆるステー

クホルダーに対して企業の社会的責任（ＣＳＲ）を果たすことのできる体制を構築していきます。天災に対するリ

スク管理強化、企業倫理の徹底、地球環境対応を積極的に推進し、市場あるいは社会からより信頼されるよう努め

てまいります。 

「モノづくり改革、ヒトづくり革新」活動は、スピードを重視した取り組みを展開し大きな成果が現れてき

ております。内部統制については、リスクマネジメントの統括部門を新設し、各種規程等を整備したほか、重

要なリスクについてはリスクマネジメント委員会にて審議しております。また、財務報告の信頼性確保に向け

て、統制環境の整備および各種文書化を進めております。地球環境対応については、ＣＯ２排出量の削減等の

取り組みを積極的に推進しております。 
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４．連 結 財 務 諸 表 
 

（１）連 結 貸 借 対 照 表 

 

                                               （単位：百万円） 

科      目 
前連結会計年度末 

(平成１９年３月３１日)

当連結会計年度末 

(平成２０年３月３１日) 
増   減 

（資 産 の 部） 

 流 動 資 産 

   現 金 及 び 預 金 

   受取手形及び売掛金 

   棚  卸  資  産 

   繰 延 税 金 資 産 

   そ    の    他 

   貸 倒 引 当 金 

  

 固 定 資 産 

  有 形 固 定 資 産 

   建 物 及 び 構 築 物 

   機械装置及び運搬具 

   土        地 

   建 設 仮 勘 定 

   そ    の    他 

  無 形 固 定 資 産 

  投資その他の資産 

   投 資 有 価 証 券 

   長 期 貸 付 金  

   繰 延 税 金 資 産 

   そ    の    他 

   貸 倒 引 当 金  

   ２６４，１５６ 

 １１，８３４ 

１３６，６５３ 

１０６，０５８ 

５，５４３ 

５，１０７ 

△   １，０４０ 

 

   ２６１，４１２ 

(   １６０，４７１ )

４９，４７４ 

７２，２２６ 

３０，０３８ 

５，０２６ 

３，７０５ 

(       ９２６ )

(   １００，０１４ )

８２，１５１ 

３９９ 

１，２２７ 

１６，５８４ 

△     ３４８ 

 

  ２９５，８０７ 

１４，９９０ 

１４４，７０６ 

１２６，７７９ 

６，４１２ 

３，８４０ 

△     ９２２ 

 

  ２６３，４７１ 

(  １７５，９５１ ) 

５５，１３７ 

７９，６０７ 

３５，２８７ 

２，０３７ 

３，８８０ 

(      ９１１ ) 

(   ８６，６０８ ) 

６４，０６５ 

１９０ 

１，２４４ 

２１，３７９ 

△     ２７０ 

   ３１，６５０ 

３，１５６ 

８，０５２ 

２０，７２１ 

８６９ 

△   １，２６７ 

１１８ 

 

    ２，０５９ 

(   １５，４８０ )

５，６６３ 

７，３８１ 

５，２４９ 

△   ２，９８９ 

１７４ 

(△      １５ )

(△  １３，４０５ )

△  １８，０８６ 

△     ２０８ 

１６ 

４，７９５ 

７７ 

資 産 合 計  ５２５，５６９ ５５９，２７８ ３３，７０９ 
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                                               （単位：百万円） 

科      目 
前連結会計年度末 

(平成１９年３月３１日)

当連結会計年度末 

(平成２０年３月３１日) 
増   減 

（負 債 の 部） 

 流 動 負 債 

   支払手形及び買掛金 

   短 期 借 入 金 

   コマーシャルペーパー 

   一年内償還予定社債 

   未 払 法 人 税 等 

   賞 与 引 当 金 

   役 員 賞 与 引 当 金 

   そ    の    他 

 固 定 負 債 

   社        債 

   長 期 借 入 金 

   繰 延 税 金 負 債 

   再評価に係る繰延税金負債 

   退 職 給 付 引 当 金 

   役員退職慰労引当金 

   負 の の れ ん 

   そ    の    他 

負 債 合 計 

（純 資 産 の 部） 

 株 主 資 本 

   資 本 金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

自 己 株 式 

 評 価 ・ 換 算 差 額 等 

その他有価証券評価差額金 

繰延ヘッジ損益 

土地再評価差額金 

為替換算調整勘定 

少数株主持分 

純 資 産 合 計 

  ２２４，５４０ 

９４，４９３ 

８５，６７５ 

― 

― 

５，１５９ 

６，８８８ 

２５２ 

３２，０７１ 

   ９５，７３５ 

２０，７００ 

５１，３５６ 

１２，８６７ 

１，６９４ 

４，０６９ 

― 

３３ 

５，０１４ 

３２０，２７６ 

  １６７，９３９ 

３７，１７２ 

２８，５５４ 

１０２，４６１ 

△     ２４８ 

   １９，８９９ 

１７，６８６ 

６ 

１，３５６ 

８５０ 

   １７，４５３ 

２０５，２９２  

 

  ２３９，０７９ 

９７，５５６ 

６２，１１５ 

２９，０００ 

１０，０００ 

１４，２８５ 

７，７３０ 

２８０ 

１８，１１０ 

  １０２，０３７ 

１０，７００ 

６８，４８０ 

８，５４４ 

１，６９４ 

６，９５５ 

１，４６４ 

３ 

４，１９５ 

３４１，１１６ 

 

  １７８，６１１ 

３７，１７２ 

２８，５６０ 

１１３，１８５ 

△     ３０７ 

     ９，４７８ 

７，７０４ 

△       ０ 

１，３５６ 

４１８ 

   ３０，０７１ 

２１８，１６１ 

 

   １４，５３８ 

３，０６３ 

△  ２３，５５９ 

２９，０００ 

１０，０００ 

９，１２６ 

８４２ 

２７ 

△  １３，９６１ 

    ６，３０１ 

△  １０，０００ 

１７，１２３ 

△   ４，３２２ 

― 

２，８８５ 

１，４６４ 

△      ３０ 

△     ８１８ 

２０，８４０ 

 

   １０，６７１ 

― 

６ 

１０，７２４ 

△      ５９ 

△  １０，４２０ 

△   ９，９８１ 

△       ６ 

― 

△     ４３２ 

   １２，６１８ 

１２，８６９ 

負 債 純 資 産 合 計   ５２５，５６９ ５５９，２７８     ３３，７０９ 
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（２）連 結 損 益 計 算 書 

 
                                                （単位：百万円） 

科        目 

前連結会計年度 

自平成１８年４月 １日

至平成１９年３月３１日

当連結会計年度 

自平成１９年４月 １日 

至平成２０年３月３１日 

 

増   減 

売 上 高 

売 上 原 価 

売 上 総 利 益 

販売費及び一般管理費 

   営 業 利 益 

営 業 外 収 益 

   受 取 利 息 及 び 配 当 金 

   持 分 法 に よ る 投 資 利 益 

   そ      の      他 

計 

営 業 外 費 用 

   支 払 利 息 

   そ      の      他 

計 

５２２，６２０ 

４４０，０７７ 

８２，５４２ 

５０，８４２ 

３１，７００ 

 

１，１７６ 

２，５３９ 

１，７４８ 

５，４６４ 

 

１，８８９ 

２，２４４ 

４，１３４ 

５９１，３９８ 

５００，５４６ 

９０，８５２ 

５２，４１１ 

３８，４４１ 

 

１，５４９ 

１，５８２ 

１，７２９ 

４，８６０ 

 

２，４９９ 

３，３０１ 

５，８０１ 

６８，７７８

６０，４６８

８，３０９

１，５６８

６，７４１

３７２

△   ９５６

△    １９

△   ６０３

６０９

１，０５６

１，６６６

   経 常 利 益 ３３，０２９ ３７，５０１ ４，４７１

特 別 利 益 

   投 資 有 価 証 券 売 却 益 

   固 定 資 産 売 却 益 

   貸 倒 引 当 金 戻 入 額 

   受 取 違 約 金 

   そ      の      他 

計 

特 別 損 失 

   役員退職慰労引当金繰入額 

   投 資 有 価 証 券 評 価 損 

   過 年 度 損 益 修 正 損 

   退 職 給 付 費 用 

   減 損 損 失 

   そ の 他 

計 

 

１９４ 

２０９ 

１４０ 

２６０ 

１１７ 

９２２ 

 

― 

９ 

― 

― 

２６９ 

２７ 

３０６ 

 

８８５ 

７１８ 

２２６ 

― 

１２２ 

１，９５１ 

 

５１１ 

５０８ 

４３９ 

２３５ 

０ 

３５７ 

２，０５１ 

６９０

５０８

８５

△   ２６０

４

１，０２９

５１１

４９８

４３９

２３５

△   ２６８

３２９

１，７４４

   税金等調整前当期純利益 ３３，６４５ ３７，４０１ ３，７５５

法人税、住民税及び事業税 １０，０６５ １９，６７６ ９，６１０

法 人 税 等 調 整 額 １，７０６ ８９５ △   ８１０

少 数 株 主 利 益 ２，３２０ ２，６３２ ３１１

   当 期 純 利 益 １９，５５２ １４，１９６ △ ５，３５６
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（３）連結株主資本等変動計算書 

 
   前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）                 （単位：百万円） 

 株 主 資 本 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成 18 年３月 31 日残高 37,172 28,548 87,047 △ 178 152,589

連結会計年度中の変動額  

利益処分による剰余金の配当 △2,170  △2,170

剰余金の配当 △1,736  △1,736

役員賞与 △ 232  △ 232

当期純利益 19,552  19,552

自己株式の取得 △  79 △  79

自己株式の処分 6 9 15

株主資本以外の項目の 

連結会計年度中の変動額 

（純額） 

 

連結会計年度中の変動額合計 ― 6 15,413 △  69 15,350

平成 19 年３月 31 日残高 37,172 28,554 102,461 △ 248 167,939

 

 評価・換算差額等  

 
その他 

有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ

損益 

土地再評価

差額金 

為替換算 

調整勘定 

評価・換算 

差額等合計 

少数株主 

持分 
純資産合計

平成 18 年３月 31 日残高 18,548 ― 1,356 152 20,057 16,520 189,167

連結会計年度中の変動額    

利益処分による剰余金の配当    △2,170

剰余金の配当    △1,736

役員賞与    △ 232

当期純利益    19,552

自己株式の取得    △  79

自己株式の処分    15

株主資本以外の項目の 

連結会計年度中の変動額 

（純額） 

 

△ 862 6 ― 698

 

△ 157 

 

932 774

連結会計年度中の変動額合計 △ 862 6 ― 698 △ 157 932 16,124

平成 19 年３月 31 日残高 17,686 6 1,356 850 19,899 17,453 205,292
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   当連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日）                 （単位：百万円） 

 株 主 資 本 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成 19 年３月 31 日残高 37,172 28,554 102,461 △ 248 167,939

連結会計年度中の変動額  

剰余金の配当 △3,472  △3,472

当期純利益 14,196  14,196

自己株式の取得 △  77 △  77

自己株式の処分 6 18 25

株主資本以外の項目の 

連結会計年度中の変動額 

（純額） 

 

連結会計年度中の変動額合計 ― 6 10,724 △  59 10,671

平成 20 年３月 31 日残高 37,172 28,560 113,185 △ 307 178,611

 

 評価・換算差額等  

 
その他 

有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ

損益 

土地再評価

差額金 

為替換算 

調整勘定 

評価・換算 

差額等合計 

少数株主 

持分 
純資産合計

平成 19 年３月 31 日残高 17,686 6 1,356 850 19,899 17,453 205,292

連結会計年度中の変動額    

剰余金の配当    △3,472

当期純利益    14,196

自己株式の取得    △  77

自己株式の処分    25

株主資本以外の項目の 

連結会計年度中の変動額 

（純額） 

 

△9,981 △  6 ― △ 432

 

△10,420 

 

12,618 2,197

連結会計年度中の変動額合計 △9,981 △  6 ― △ 432 △10,420 12,618 12,869

平成 20 年３月 31 日残高 7,704 △  0 1,356 418 9,478 30,071 218,161
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 
                           
                                                  （単位：百万円） 

 
 

科         目 

前連結会計年度 

自平成１８年４月 １日 

至平成１９年３月３１日 

当連結会計年度 

自平成１９年４月 １日 

至平成２０年３月３１日 

 
 

増   減 
 

 [営業活動によるキャッシュ・フロー] 
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 
減 価 償 却 費 
減 損 損 失 
貸倒引当金の増減額(減少:△) 
賞与引当金の増減額(減少:△) 
役員賞与引当金の増減額(減少:△) 
退職給付引当金の増減額(減少:△) 
役員退職慰労引当金の増減額(減少:△) 
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 
支 払 利 息 
為 替 差 損 益 ( 差 益 : △ ) 
負 の の れ ん の 償 却 額 
持分法による投資損益(利益:△) 
投資有価証券等売却損益(売却益:△) 
投 資 有 価 証 券 等 評 価 損 
有形固定資産売却損益(売却益:△) 
有 形 固 定 資 産 除 却 損 
売上債権の増減額(増加:△) 
棚卸資産の増減額(増加:△) 
仕入債務の増減額(減少:△) 
そ の 他 の 増 減 額 

 
33,645 
16,544 

269 
△    230 
△    178 

252 
△     242 

― 
△   1,176 

1,889 
32 

△     28 
△   2,539 
△     191 

51 
△    181 

1,068 
△  15,549 
△  13,474 

16,977 
△   4,027 

 
37,401 
19,586 

0 
△    198 

405 
27 
111 
506 

△   1,549 
2,499 
497 

△    48 
△   1,582 
△    878 

718 
△    728 

942 
△    429 
△  16,133 
△   3,597 
△   2,149 

 
3,755 
3,042 

△  268 
31 
584 

△  225 
353 
506 

△  372 
609 
464 

△   20 
956 

△  686 
667 

△  547 
△  126 

15,120 
△ 2,659 
△ 20,574 

1,877 
       小        計 32,910 35,400 2,490 

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 
利 息 の 支 払 額 
法 人 税 等 の 支 払 額 

1,476 
△   1,870 
△  17,364 

1,725 
△   2,465 
△  11,435 

248 
△  594 

5,929 
   営業活動によるキャッシュ・フロー  15,151 23,225 8,074 
 [投資活動によるキャッシュ・フロー] 

定期預金の預入による支出 
定期預金の払戻による収入 
有形固定資産の取得による支出 
有形固定資産の売却による収入 
投資有価証券の取得による支出 
投資有価証券の売却による収入 
貸 付 け に よ る 支 出 
貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 
その他の収入又は支出(支出：△) 

 
△    900 

600 
△  24,361 

593 
△   10,195 

270 
△     321 

189 
△     171 

 
△    159 

400 
△  24,785 

747 
△  19,671 

19,116 
△    104 

320 
△    427 

 
740 

△  200 
△  423 

154 
△ 9,476 

18,845 
217 
130 

△  256 
投資活動によるキャッシュ・フロー △  34,297 △  24,564 9,732 

 [財務活動によるキャッシュ・フロー] 
短期借入金の純増減額(減少：△） 
コマーシャルペーパーの純増減額（減少：△） 
長 期 借 入 れ に よ る 収 入 
長期借入金の返済による支出 
配 当 金 の 支 払 額 
少数株主への配当金の支払額 
その他の収入又は支出(支出:△) 

 
8,234 
8,000 
17,900 

△  13,821 
△   3,894 
△    686 
△    63 

 
△  11,156 

14,000 
23,370 

△  19,941 
△   3,468 
△    895 
△    52 

 
△ 19,390 

6,000 
5,470 

△ 6,119 
426 

△  209 
10 

財務活動によるキャッシュ・フロー 15,667 1,855 △ 13,812 

現金及び現金同等物に係る換算差額 169 △    620 △  789 

現金及び現金同等物の増減額(減少:△) △   3,309 △    103 3,205 

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 14,104 10,814 △ 3,289 

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 20 3,540 3,520 

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高 10,814 14,251 3,436 
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（５）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

        

１．連結の範囲に関する事項 
      (1)連結子会社の数････････････32社 

主要な連結子会社の名称････㈱大同キャスティングス、日本精線㈱、フジオーゼックス㈱、㈱ダイドー電
子、大同興業㈱、Daido Electronics(Thailand)Co.,Ltd.、㈱大同ライフサー
ビス、DAIDO PDM(THAILAND)CO.,LTD.、大同アミスター㈱、日本鍛工㈱ 

前連結会計年度まで持分法適用関連会社であった日本精線㈱が、連結子会社であった大同ステンレス㈱を
平成19年10月１日付けで吸収合併(日本精線㈱が存続会社、大同ステンレス㈱は解散)しております。これ
に伴い、日本精線㈱が新たに連結子会社となりました。 
なお、連結財務諸表の作成にあたっては、平成19年９月30日までの大同ステンレス㈱の損益計算書およ

び合併後の日本精線㈱の財務諸表（平成19年10月１日から平成20年３月31日まで）を連結しております。 
      (2)主要な非連結子会社の名称････大同電工（蘇州）有限公司等 

連結の範囲から除いた理由････非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損
益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも
連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。 

 
     ２．持分法の適用に関する事項 
      (1)持分法適用の関連会社の数････････６社 
        主要な持分法適用関連会社の名称･･理研製鋼㈱、東北特殊鋼㈱、丸太運輸㈱、桜井興産㈱ 

前連結会計年度まで持分法適用関連会社であった王子製鉄㈱については、平成19年11月20日付けの株
式譲渡契約に基づき、その全株式を譲渡したことに伴い、持分法の適用範囲から除外しております。 
また、前連結会計年度まで持分法適用関連会社であった日本精線㈱が、連結子会社であった大同ステン

レス㈱を平成19年10月１日付けで吸収合併（日本精線㈱が存続会社、大同ステンレス㈱は解散）してお
ります。これに伴い日本精線㈱は連結子会社となったため、持分法の適用範囲から除外しております。 
なお、連結財務諸表の作成にあたっては、王子製鉄㈱および日本精線㈱の平成19年９月30日までの損

益（持分に見合う額）を取り込んでおります。 
      (2)持分法を適用しない非連結子会社および関連会社のうち主要な会社の名称 
                     ･･大同電工（蘇州）有限公司等 
        持分法を適用しない理由･･･････持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）および利益

剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体として
も重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。 

  (3)持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に係る財務諸表を
使用しております。 

 
     ３．連結子会社の事業年度等に関する事項 
      連結子会社のうちDAIDO PDM(THAILAND)CO.,LTD.、天文大同特殊鋼股份有限公司、DAIDO AMISTAR(M) SDN.BHD.、

大同スペシャルメタル㈱、DAIDO AMISTAR(S) PTE LTD 、OHIO STAR FORGE CO.、Daido Steel (America) Inc.
の決算日は12月31日であり、連結決算日との差は３ヵ月以内であるため、当該連結子会社の事業年度に係る
財務諸表を基礎として連結を行っております。 
 ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 
 なお、連結子会社である大同マシナリー㈱の決算日は、前連結会計年度までは12月31日でありましたが、
当連結会計年度より３月31日に変更しております。これに伴い、当連結会計年度の連結財務諸表には同社の
３月31日までの15ヶ月間の財務諸表を連結しております。 

 
     ４．会計処理基準に関する事項 
      (1)重要な資産の評価基準および評価方法 
        ①有 価 証 券 
         その他有価証券 
         時価のあるもの･･･････主として決算期末日の市場価格等に基づく時価法 
                           (評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定

しております。) 
         時価のないもの･･･････主として移動平均法による原価法 

                        なお、投資事業有限責任組合およびそれに類する組合への出資(金融商
品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）については、組合契約
に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当
額を純額で取り込む方法によっております。 

        ②デリバティブ･･･････････ 時価法 
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        ③棚 卸 資 産････････････ 主として総平均法による原価法  
 
      (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 
        ①有形固定資産…当社および国内連結子会社は、定率法（ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建

物附属設備を除く）は定額法）によっております。 
ただし、当社の知多工場、知多型鍛造工場、知多帯鋼工場、一部の国内連結子会社お

よび在外連結子会社は定額法によっております。 
                 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
                   建 物 及 び 構 築 物  7～60年 
                   機械装置及び運搬具  3～17年 
        ②無形固定資産…定額法によっております。 
                 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年) に基づ

いております。 
      (3)重要な引当金の計上基準 
        ①貸倒引当金 
          債権の貸倒による損失に備えるため、主として一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
        ②賞与引当金 
          従業員および兼務役員に支給する賞与に充てるため、主として支給対象期間に応じた支給見込額を計

上しております。 
③役員賞与引当金 

          役員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上しております。 
        ④退職給付引当金 
          従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に

基づき計上しております。 
          数理計算上の差異は、主として10年による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理しております。 
過去勤務債務は、主として10年による定額法により按分した額を費用処理しております。 

⑤役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく当連結会計年度末要

支給額を計上しております。 
      (4)重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準 
         外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。 
なお、在外子会社等の資産、負債、収益および費用は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は純資産の部における為替換算調整勘定および少数株主持分に含めております。 

      (5)重要なリース取引の処理方法 

        リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、 

       主として通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

      (6)重要なヘッジ会計の方法 

        ①ヘッジ会計の方法 

           金利スワップについて特例処理の要件を満たしているため、特例処理によっております。 

        ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

          当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。 

           ヘッジ手段 ……… 金利スワップ 

           ヘッジ対象 ……… 借入金 

        ③ヘッジ方針 

          金利変動リスクを一定の範囲内でヘッジしております。 

        ④ヘッジ有効性評価の方法 

          金利スワップについては特例処理によっているため、有効性の評価を省略しております。 

      (7)収益の計上基準 

    長期・大型の請負工事(工期１年超・請負金額５億円以上)については、工事進行基準を採用して        

おります。 

      (8)その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

        消費税等の会計処理 

          消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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     ５．連結子会社の資産および負債の評価に関する事項 

        連結子会社の資産および負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 
 
     ６．のれんおよび負ののれんの償却に関する事項 

        負ののれんは、５年間で定額法により償却しております。 
 
     ７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能 

な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ 

ヵ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
 
 

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

    （重要な減価償却資産の減価償却の方法に関する会計処理） 

当社および国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成19年４月１

日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更して

おります。これにより、営業利益は575百万円、経常利益および税金等調整前当期純利益はそれぞ

れ581百万円減少しております。 
 

（役員退職慰労引当金に関する会計処理） 

当社および一部の連結子会社は、当連結会計年度より、「租税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当

金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い」（監査・保証実務委員会報告第42号 平

成19年４月13日）を適用しております。これにより、営業利益は75百万円、経常利益は211百万円、税金等調

整前当期純利益は722百万円減少しております。 
 
 

（７）表示方法の変更 

（連結貸借対照表関係） 
前連結会計年度において、流動負債「その他」に含めて表示しておりました「コマーシャルペー

パー」(前連結会計年度15,000百万円)については、負債純資産合計金額の100分の５超となったた
め、当連結会計年度より区分掲記しております。 

また、前連結会計年度において、一部の連結子会社が計上していた「役員退職慰労引当金」(前
連結会計年度851百万円)については固定負債「その他」に含めて表示しておりましたが、当連結会
計年度より区分掲記しております。 

 
（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度において、一部の連結子会社が計上していた「役員退職慰労引当金の増減額」(前
連結会計年度96百万円)は営業活動によるキャッシュ・フロー「その他の増減額」に含めて表示し
ておりましたが、当連結連結会計年度より区分掲記しております。 

 
 

（８）追加情報 

当社および国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、平成 19 年３月 31 日以前に取得した資産
については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連
結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均
等償却し、減価償却費に含めて計上しております。 

これにより、営業利益は1,453百万円、経常利益および税金等調整前当期純利益はそれぞれ1,480
百万円減少しております。 

 

（９）連結財務諸表に関する注記事項 

（開示の省略） 

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書に関する注

記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 
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  セ グ メ ン ト 情 報 
 

  １．事業の種類別セグメント情報 

 

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）                  （単位：百万円） 

 特 殊 鋼 

鋼 材 

電子・磁性

材 料

自動車部品･

産業機械部品
ｴﾝｼ゙ ﾆｱﾘﾝｸ゙ 新 素 材

流 通 ･ 

ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 
計 

消去また

は全 社
連  結

Ⅰ.売上高および営業損益 

  売    上    高 

(1)外部顧客に対する売上高 

(2)セグメント間の内部売上高 

  または振替高 

 

 

287,753 

29,680 

64,453

744

107,045

23,074

37,200

1,139

13,858

699

 

 

12,308 

8,337 

 

 

522,620 

63,676 

 

 

   －

( 63,676)

 

 

522,620

   －

計 317,433 65,197 130,120 38,340 14,558 20,646 586,296 ( 63,676) 522,620

  営  業  費  用 305,718 61,844 119,579 36,025 12,246 19,132 554,547 ( 63,627) 490,919

  営  業  利  益 11,714 3,352 10,541 2,314 2,312 1,514 31,749 △  49 31,700

Ⅱ.資産、減価償却費、減損 

損失および 資本的支出 

  資        産 

 

 

259,357 38,612 112,292 27,654 11,201

 

 

20,288 

 

 

469,407 56,161 525,569

  減 価 償 却 費 8,525 1,356 4,851 264 227 860 16,086 457 16,544

  減  損  損  失 0 0 268 0 0 0 269    － 269

  資 本 的 支 出 11,315 1,342 9,327 114 388 1,506 23,994 695 24,690

 

当連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日）                  （単位：百万円） 

 特 殊 鋼 

鋼 材 

電子・磁性

材 料

自動車部品･

産業機械部品
ｴﾝｼ゙ ﾆｱﾘﾝｸ゙ 新 素 材

流 通 ･ 

ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 
計 

消去また

は全 社
連  結

Ⅰ.売上高および営業損益 

  売    上    高 

(1)外部顧客に対する売上高 

(2)セグメント間の内部売上高 

  または振替高 

 

 

329,638 

39,033 

79,150

1,086

115,890

37,441

41,109

2,098

15,567

641

 

 

10,042 

8,250 

 

 

591,398 

88,552 

 

 

   －

( 88,552)

 

 

591,398

   －

計 368,672 80,237 153,331 43,208 16,208 18,293 679,951 ( 88,552) 591,398

  営  業  費  用 357,260 74,452 139,973 40,253 12,689 16,879 641,509 ( 88,552) 552,957

  営  業  利  益 11,411 5,784 13,357 2,955 3,518 1,414 38,441 △   0 38,441

Ⅱ.資産、減価償却費、減損 

損失および資本的支出 

  資        産 

 

 

280,683 44,810 111,985 25,022 12,243

 

 

20,715 

 

 

495,460 63,817 559,278

  減 価 償 却 費 9,963 1,429 5,989 337 258 916 18,895 690 19,586

減  損  損  失 0 0 0 0 0 0 0    － 0

  資 本 的 支 出 11,253 1,408 10,087 358 219 1,397 24,724 1,088 25,812
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   （注）1.事業区分の方法 
       当社グループの事業区分の方法は、事業内容別に６部門にセグメンテーションしております。 
 
      2.各区分に属する主要な事業内容 

事 業 区 分 主 要 な 事 業 内 容 

特 殊 鋼 鋼 材

・自動車、産業機械および電気機械向け部品用材料、建設用材料、溶接用材料 
・特殊鋼鋼材加工、流通 
・原材料販売 
・運輸、物流 

電 子 ・ 磁 性 材 料
・高合金製品、電気・電子部品用材料、磁材製品（ＯＡ・ＦＡ用ﾓｰﾀｰ、自動車用ﾒｰﾀｰ・ 
 ｾﾝｻｰ、計測機器用部品等） 

自 動 車 部 品 ・
産 業 機 械 部 品

・型鍛造品、熱間精密鍛造品および鋼機製品（自動車・ﾍﾞｱﾘﾝｸﾞ向け部品等） 
・自由鍛造品（船舶・産業機械・電機・鉄鋼・化工機・石油掘削用部品、宇宙・航空機用
 部品等） 
・鋳鋼品（鉄道用ﾏﾝｶﾞﾝﾚｰﾙ、自動車・産業機械・電機・各種炉用部品、高級鋳鋼品等） 
・精密鋳造品（自動車・産業機械・電機・通信機器用部品等） 
・製材用帯鋸 
・ｴﾝｼﾞﾝﾊﾞﾙﾌﾞ 
・圧縮機器、油圧機器、工作機械部品 

エ ン ジ ニ ア リ ン グ
・鉄鋼設備、各種工業炉ならびにその付帯設備、環境関連設備（排水・排ｶﾞｽ・廃棄物等 
 の処理設備）、工作機械等 
・機械設備の保守管理 

新 素 材
・粉末製品、ﾁﾀﾝ材料製品、形状記憶合金等 
・開発製品 

流 通 ・ サ ー ビ ス
・ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社製品の販売、福利厚生ｻｰﾋﾞｽ、不動産・保険事業 
・ｺﾞﾙﾌ場経営 
・分析事業、ｿﾌﾄ外販事業 

 
3.資産のうち、消去または全社の項目に含めた全社資産（前連結会計年度69,375百万円、当連結会計年度77,661 
百万円）の主なものは、当社での長期投資資金（投資有価証券、その他投資）および管理部門に係る資産等であります。 

         
 
  ２．所在地別セグメント情報 
 
     全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の合計に占める「本邦」の割合が、いずれも90％を超えて 
    いるため、開示を省略しております。 
 
  ３．海外売上高 
 

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）               （単位：百万円） 
 北 米 アジア その他 計 
Ⅰ.海 外 売 上 高       15,446       46,315        6,912 68,674 
Ⅱ.連 結 売 上 高     －      －      － 522,620 
Ⅲ.連結売上高に占める 
  海外売上高の割合 

％
3.0 

％
8.9 

％ 
1.2 

％
13.1 

 
 

当連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日）               （単位：百万円） 
 北 米 アジア その他 計 
Ⅰ.海 外 売 上 高       15,599       51,064        9,750 76,414 
Ⅱ.連 結 売 上 高     －      －      － 591,398 
Ⅲ.連結売上高に占める 
  海外売上高の割合 

％
2.6 

％
8.6 

％ 
1.7 

％
12.9 

 
   （注）1.国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 
      2.各区分に属する主な国または地域 
       (1)北    米…アメリカ、カナダほか 
       (2)ア  ジ  ア…台湾、韓国、タイ、マレーシア、中国ほか 
       (3)その他の地域…イタリア、イギリス、ドイツほか 
      3.海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 
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１株当たり情報 
 

 

前連結会計年度 
 

自平成18年4月 1日 

至平成19年3月31日 

当連結会計年度 
 

自平成19年4月 1日 

至平成20年3月31日 

１株当たり純資産額 432円89銭 433円53銭

１株当たり当期純利益金額 45円06銭 32円72銭

(注)1.潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、 
記載しておりません。 

2.１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

前連結会計年度 
 

自平成18年4月 1日 

至平成19年3月31日 

当連結会計年度 
 

自平成19年4月 1日 

至平成20年3月31日 

当期純利益           (百万円) 19,552 14,196 

普通株主に帰属しない金額    (百万円) ― ― 

普通株式に係る当期純利益    (百万円) 19,552 14,196 

普通株式の期中平均株式数    (千株) 433,957 433,884 

3.１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前連結会計年度末

 
（平成19年3月31日現在）

当連結会計年度末 
 

(平成20年3月31日現在)

純資産の部の合計額       (百万円) 205,292 218,161 

純資産の部の合計額から控除する 
金額              (百万円)

17,453 30,071 

(うち少数株主持分)       (百万円) (17,453) (30,071)

普通株式に係る期末の純資産額  (百万円) 187,839 188,090 

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
期末の普通株式の数       (千株) 

433,923 433,861 

 

 

   重要な後発事象 

 

該当事項はありません。 

 

 

 

    (開示の省略) 

リース取引、税効果会計、有価証券、デリバティブ取引、退職給付、関連当事者との取引に関する注記事項につ

いては、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 
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５．個別財務諸表 
 

（１）セグメント別売上高 

 

                                      （単位：金額 百万円、増減率 ％） 

    期 別 

 

前事業年度 

自平成18年4月 1日 

至平成19年3月31日 

当事業年度 

自平成19年4月 1日 

至平成20年3月31日 

 

増       減 

 

 ｾｸﾞﾒﾝﾄ別 金 額 金 額 金 額 率 

特 殊 鋼 鋼 材 

(1,340,538) 

200,657 

(1,381,949) 

228,095 

(41,411) 

27,438 
13.7

電子・磁性材料 38,550 49,151 10,600 27.5

自動車部品･ 

産業機械部品 
62,796 72,912 10,116 16.1

ｴ ﾝｼﾞ ﾆｱﾘ ﾝｸﾞ 17,552 17,253 △298 △1.7

新  素  材 13,004 15,394 2,390 18.4

計 332,560 382,808 50,248 15.1

 

う ち 輸 出 高 

（輸出比率） 

41,193 

( 12.4％) 

49,763 

( 13.0％) 

8,570 

( 0.6％) 
20.8

    （注）特殊鋼鋼材（ ）内は重量でトン。 
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（２）貸 借 対 照 表 

                                              （単位：百万円） 

科      目 
前事業年度末 

（平成１９年３月３１日）

当事業年度末 

（平成２０年３月３１日）
増   減 

（資 産 の 部） 

 流 動 資 産 

   現 金 及 び 預 金 

   受 取 手 形 

   売 掛 金 

   製 品 

   半 製 品 

   仕 掛 品 

   原 材 料 

   貯 蔵 品 

   前 渡 金 

   前 払 費 用 

   繰 延 税 金 資 産 

   短 期 債 権 

   そ の 他 

  固 定 資 産 

  有形固定資産 

   建 物 

   構 築 物 

   機 械 及 び 装 置 

   車両及び陸上運搬具 

   工具器具及び備品 

   土 地 

   建 設 仮 勘 定 

  無形固定資産 

   借 地 権 

   利 用 権 

   ソ フ ト ウ ェ ア 

  投資その他の資産 

   投 資 有 価 証 券 

   関 係 会 社 株 式 

   その他の関係会社有価証券 

   出 資 金 

   長 期 貸 付 金 

   関係会社長期貸付金 

   長 期 前 払 費 用 

   前 払 年 金 費 用 

   そ の 他 

   貸 倒 引 当 金 

   １８０，２７９

２，６８７

２，２５９

８２，７１２

６，３２３

２０，１２１

１９，５４０

２４，０６８

５，４５９

８

４３７

２，２８０

１１，８１８

２，５６２

   １９８，２６９

(   ９７，９７５)

２２，２３６

６，０３６

５１，２７９

７５０

２，３１７

１１，６１２

３，７４２

(      ３８２)

１２０

３６

２２４

(   ９９，９１１)

４７，４８１

２４，０４９

４９５

１，３５３

８３

１４，９５９

１８１

９，２３４

２，１７１

△      ９７

   １９４，６７６

３，３９８

１，９０２

８４，８６９

７，３５３

２９，７８４

２１，９９８

２３，６４４

６，０９４

４１

５４２

２，７０４

９，４７９

２，８６３

   ２０８，２７７

(  １０１，９２３)

２３，７９６

６，９７７

５５，４０３

６８５

２，４２２

１１，７４５

８９１

(      ３０２)

１２０

３３

１４７

(  １０６，０５１)

４８，６９３

２３，４１２

４９５

１，１７０

８２

１６，６７０

１７１

１３，３８３

２，０７５

△     １０４

   １４，３９７

７１１

△     ３５７

２，１５６

１，０３０

９，６６３

２，４５８

△     ４２４

６３４

３２

１０４

４２３

△   ２，３３８

３０１

   １０，００７

(    ３，９４８)

１，５６０

９４０

４，１２３

△      ６４

１０５

１３３

△   ２，８５０

( △     ７９)

―

△       ２

△      ７７

(    ６，１３９)

１，２１２

△     ６３６

―

△     １８２

△       ０

１，７１１

△      １０

４，１４８

△      ９６

△       ６

 資 産 合 計 ３７８，５４８ ４０２，９５４ ２４，４０５
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                                              （単位：百万円） 

科      目 
前事業年度末 

（平成１９年３月３１日）

当事業年度末 

（平成２０年３月３１日）
増   減 

（負 債 の 部） 

 流 動 負 債 

   支 払 手 形 

   買 掛 金 

   短 期 借 入 金 

   一年内返済予定長期借入金 

   コマーシャルペーパー 

   一年内償還予定社債 

   未 払 金 

   未 払 費 用 

   未 払 法 人 税 等 

   前 受 金 

   預 り 金 

   前 受 収 益 

   賞 与 引 当 金 

   役 員 賞 与 引 当 金 

   受注工事損失引当金 

   設 備 支 払 手 形 

   そ の 他 

 固 定 負 債 

   社        債 

   長 期 借 入 金 

   繰 延 税 金 負 債 

   役員退職慰労引当金 

   そ の 他 

  負 債 合 計 

 

   １７０，８５３ 

７，５８８ 

６８，７３５ 

３９，３６０ 

１６，８００ 

１５，０００ 

― 

５，８６１ 

１，５９６ 

１，３０５ 

１，２２８ 

７，２５７ 

３１ 

３，９２０ 

９０ 

４３４ 

１，３４７ 

２９５ 

    ７４，８７１ 

２０，０００ 

４４，４００ 

１０，４２５ 

― 

４６ 

２４５，７２５ 

 

   １８２，４１７ 

７，０３５ 

６９，８９６ 

２８，１８０ 

５，０００ 

２９，０００ 

１０，０００ 

６，４７５ 

１，７８０ 

９，７５９ 

９８８ 

９，０８９ 

２７ 

４，０１０ 

１００ 

２６ 

６８４ 

３６４ 

    ７９，１７６ 

１０，０００ 

６２，４００ 

６，２４５ 

４８４ 

４６ 

２６１，５９４ 

 

   １１，５６４ 

△     ５５３ 

１，１６０ 

△  １１，１８０ 

△  １１，８００ 

１４，０００ 

１０，０００ 

６１３ 

１８３ 

８，４５４ 

△     ２４０ 

１，８３１ 

△       ４ 

９０ 

１０ 

△     ４０８ 

△     ６６３ 

６９ 

    ４，３０４ 

△  １０，０００ 

１８，０００ 

△   ４，１７９ 

４８４ 

― 

１５，８６９ 

（純 資 産 の 部） 

 株 主 資 本 

  資 本 金 

  資 本 剰 余 金 

   資本準備金 

   その他資本剰余金 

  利 益 剰 余 金 

   その他利益剰余金 

     特別償却準備金 

     圧縮記帳積立金 

     別 途 積 立 金 

     繰越利益剰余金 

  自 己 株 式 

 評価・換算差額等 

  その他有価証券評価差額金 

純 資 産 合 計 

 

   １１７，４６２ 

３７，１７２ 

(   ２８，７０２) 

９，２９３ 

１９，４０９ 

(   ５１，８２０) 

(   ５１，８２０) 

２３１ 

１，５７７ 

３６，０００ 

１４，０１１ 

△     ２３３ 

    １５，３６１ 

１５，３６１ 

１３２，８２３ 

 

   １３４，５８０ 

３７，１７２ 

(   ２８，７０９) 

９，２９３ 

１９，４１６ 

(   ６８，９９１) 

(   ６８，９９１) 

２７１ 

１，７６８ 

４４，０００ 

２２，９５１ 

△     ２９３ 

     ６，７７９ 

６，７７９ 

１４１，３５９ 

 

   １７，１１８ 

― 

(       ６) 

― 

６ 

(  １７，１７０) 

(  １７，１７０) 

３９ 

１９０ 

８，０００ 

８，９４０ 

△      ５９ 

△   ８，５８１ 

△   ８，５８１ 

８，５３６ 

負 債 純 資 産 合 計 ３７８，５４８ ４０２，９５４ ２４，４０５ 
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    （３）損 益 計 算 書 

 
                                                （単位：百万円） 

 

科        目 

前事業年度 

自平成１８年４月  １日

至平成１９年３月３１日

当事業年度 

自平成１９年４月 １日 

至平成２０年３月３１日 

 

増   減 

売 上 高 

売 上 原 価 

   売 上 総 利 益 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 

   営 業 利 益 

営 業 外 収 益 

   受 取 利 息 及 び 配 当 金 

   そ の 他 

計 

営 業 外 費 用 

   支 払 利 息 

   そ の 他 

計 

３３２，５６０

２８８，９６７

４３，５９２

２９，２７４

１４，３１８

３，５３４

１，０３３

４，５６８

１，２９６

１，５７５

２，８７２

３８２，８０８ 

３３５，４１３ 

４７，３９４ 

２９，０２２ 

１８，３７１ 

 

４，１９０ 

１，１１４ 

５，３０４ 

 

１，７１２ 

２，７５８ 

４，４７１ 

５０，２４８

４６，４４５

３，８０２

△    ２５１

４，０５３

６５５

８１

７３６

４１６

１，１８２

１，５９９

   経 常 利 益 １６，０１４ １９，２０５ ３，１９０

特 別 利 益 

   関 係 会 社 株 式 売 却 益 

   固 定 資 産 売 却 益 

   貸 倒 引 当 金 戻 入 額 

   そ の 他 

計 

特 別 損 失 

   投 資 有 価 証 券 評 価 損 

   役員退職慰労引当金繰入額 

   過 年 度 損 益 修 正 損 

   出 資 金 評 価 損 

   そ の 他 

計 

１１

８

３１

―

５１

４

―

―

―

―

４

 

１４，２３５ 

７１８ 

― 

３２０ 

１５，２７４ 

 

４９７ 

４１９ 

３７７ 

１６９ 

１０ 

１，４７４ 

１４，２２３

７１０

△     ３１

３２０

１５，２２３

４９２

４１９

３７７

１６９

１０

１，４７０

   税 引 前 当 期 純 利 益 １６，０６１ ３３，００５ １６，９４３

法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額 

３，１５０

２，１１６

１１，５０５ 

８５６ 

８，３５５

△  １，２６０

   当 期 純 利 益 １０，７９４ ２０，６４２ ９，８４８
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（４）株主資本等変動計算書 

  前事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）                    （単位：百万円） 

株主資本 

利益剰余金 
資本剰余金 

その他利益剰余金 

 

資本金 

資本 
準備金

その他資
本剰余金

特別償却
準備金

圧縮記帳
積立金

別途  
積立金 

繰越利益 
剰余金 

自己 

株式 

株主 

資本 

合計 

平成18年３月31日残高 37,172 9,293 19,403 297 1,984 23,000 19,760 △  164 110,747

事業年度中の変動額    

利益処分による特別償却準備金の積立  92  △     92 －

特別償却準備金の積立  58  △     58 －

利益処分による特別償却準備金の取崩  △    98  98 －

特別償却準備金の取崩  △  118  118 －

利益処分による圧縮記帳積立金の取崩  △   229  229 －

圧縮記帳積立金の取崩  △   181  181 －

圧縮記帳積立金の積立  3  △   3 －

利益処分による別途積立金の積立  13,000 △13,000 －

利益処分による剰余金の配当   △ 2,170 △ 2,170

剰余金の配当   △ 1,736 △ 1,736

利益処分による役員賞与   △  110 △  110

当期純利益   10,794 10,794

自己株式の取得    △   79 △   79

自己株式の処分  6   9 15

株主資本以外の項目の事業年度中の 
変動額（純額） 

   

事業年度中の変動額合計 ― ― 6 △    65 △   407 13,000 △ 5,749 △   69 6,714

平成19年３月31日残高 37,172 9,293 19,409 231 1,577 36,000 14,011 △   233 117,462

 

評価・換算差額等 
 

その他有価証券評価差額金
純資産合計 

平成18年３月31日残高 15,805 126,553

事業年度中の変動額 

利益処分による特別償却準備金の積立 －

特別償却準備金の積立 －

利益処分による特別償却準備金の取崩 －

特別償却準備金の取崩 －

利益処分による圧縮記帳積立金の取崩 －

圧縮記帳積立金の取崩 －

圧縮記帳積立金の積立 －

利益処分による別途積立金の積立 －

利益処分による剰余金の配当 △ 2,170

剰余金の配当 △ 1,736

利益処分による役員賞与 △   110

当期純利益 10,794

自己株式の取得 △   79

自己株式の処分 15

株主資本以外の項目の事業年度中の 
変動額（純額） △  444 △  444

事業年度中の変動額合計 △  444 6,269

平成19年３月31日残高 15,361 132,823
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  当事業年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日）                    （単位：百万円） 

株主資本 

利益剰余金 
資本剰余金 

その他利益剰余金 

 

資本金 

資本 
準備金

その他資
本剰余金

特別償却
準備金

圧縮記帳
積立金

別途  
積立金 

繰越利益 
剰余金 

自己 

株式 

株主 

資本 

合計 

平成19年３月31日残高 37,172 9,293 19,409 231 1,577 36,000 14,011 △  233 117,462

事業年度中の変動額    

特別償却準備金の取崩  △   80  80 －

特別償却準備金の積立  119  △    119 －

圧縮記帳積立金の取崩  △   139  139 －

圧縮記帳積立金の積立  330  △  330 －

別途積立金の積立  8,000 △ 8,000 －

剰余金の配当   △ 3,472 △ 3,472

当期純利益   20,642 20,642

自己株式の取得    △   77 △   77

自己株式の処分  6   18 25

株主資本以外の項目の事業年度中の 
変動額（純額） 

   

事業年度中の変動額合計 ― ― 6 39 190 8,000 8,940 △   59 17,118

平成20年３月31日残高 37,172 9,293 19,416 271 1,768 44,000 22,951 △   293 134,580

 

評価・換算差額等 
 

その他有価証券評価差額金
純資産合計 

平成19年３月31日残高 15,361 132,823

事業年度中の変動額 

特別償却準備金の取崩 －

特別償却準備金の積立 －

圧縮記帳積立金の取崩 －

圧縮記帳積立金の積立 －

別途積立金の積立 －

剰余金の配当 △ 3,472

当期純利益 20,642

自己株式の取得 △   77

自己株式の処分 25

株主資本以外の項目の事業年度中の 
変動額（純額） △ 8,581 △ 8,581

事業年度中の変動額合計 △ 8,581 8,536

平成20年３月31日残高 6,779 141,359
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（５）重要な会計方針 

 
１．資産の評価基準および評価方法 
 (1)有 価 証 券 子会社株式および関連会社株式･･移動平均法による原価法 
           その他有価証券 
            時価のあるもの･･････････････決算期末日の市場価格等に基づく時価法 

(評価差額は全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定して
おります。) 

            時価のないもの･･････････････移動平均法による原価法 
                           なお、投資事業有限責任組合およびそれ

に類する組合への出資（金融商品取引法第
２条第２項により有価証券とみなされるも
の）については、組合契約に規定される決
算報告日に応じて入手可能な最近の決算書
を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む
方法によっております。 

 (2)デリバティブ ･･････････････････････････････時価法 
 (3)棚 卸 資 産 製品・半製品・仕掛品･･････････総平均法による原価法 
           原材料・貯蔵品････････････････移動平均法による原価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 
 (1)有形固定資産････定率法（ただし、平成 10 年４月１日以降取得した建物(建物附属設備を除く)

は定額法）によっております。 
            ただし、知多工場、知多型鍛造工場および知多帯鋼工場は定額法によって

おります。 
            なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
              建  物   ７～50 年 
              機械及び装置   ４～17 年 
 (2)無形固定資産････定額法によっております。 
            なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５ 

年)に基づいております。 
 

 

３．外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準 
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

 

４．引当金の計上基準 
 (1)貸倒引当金･･････債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能
見込額を計上しております。 

 (2)賞与引当金･･････従業員および兼務役員に支給する賞与に充てるため、支給対象期間に応じた
支給見込額を計上しております。 

 (3)役員賞与引当金････役員賞与の支出に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき計上しており
ます。 

(4)受注工事損失引当金･･受注工事の損失に備えるため、当事業年度末の未引渡工事のうち、損失の発
生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もることができる工事につい
て、翌事業年度以降の損失見込額を計上しております。 

(5)退職給付引当金･･従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および
年金資産の見込額に基づき計上しております。 

           数理計算上の差異は、10 年による定額法により按分した額をそれぞれ発生の
翌事業年度から費用処理しております。 
過去勤務債務は、10 年による定額法により按分した額を費用処理しておりま
す。 
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(6)役員退職慰労引当金･･役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく当事業
年度末要支給額を計上しております。 

 
 

５．収益の計上基準 
   長期・大型の請負工事（工期１年超・請負金額５億円以上）については、工事進行基準を採用

しております。 

 

６．リース取引の処理方法 
   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 
７．ヘッジ会計の方法 
 (1)ヘッジ会計の方法････････金利スワップについて特例処理の要件を満たしているため、特例処

理によっております。 
(2)ヘッジ手段とヘッジ対象･･当事業年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段と、ヘッジ対象は以

下のとおりであります。 
             ヘッジ手段･･･金利スワップ 
             ヘッジ対象･･･借入金 

(3)ヘッジ方針･･････････････金利変動リスクを一定の範囲内でヘッジしております。 
(4)ヘッジ有効性評価の方法･･金利スワップについては特例処理によっているため、有効性の評価を

省略しております。 

 

８．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  消費税等の会計処理 
   消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 
（６）重要な会計方針の変更 

 
（固定資産の減価償却の方法に関する会計処理） 

法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正
後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。これにより、営業利益、経常利益および税引前
当期純利益はそれぞれ366百万円減少しております。 

 
（役員退職慰労引当金に関する会計処理） 

当事業年度より、「租税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当

金等に関する監査上の取扱い」（監査・保証実務委員会報告第42号 平成19年４月13日）を適用しており

ます。これにより、営業利益および経常利益はそれぞれ65百万円、税引前当期純利益は484百万円減少して

おります。  

 

 
（７）追加情報 
 

    法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に
基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した事業年度の翌事業年度より、取得価
額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上してお
ります。 
これにより、営業利益、経常利益および税引前当期純利益はそれぞれ 1,099 百万円減少しており

ます。 
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 １株当たり情報 
 

 

前事業年度 
 

自平成18年4月 1日 

至平成19年3月31日 

当事業年度 
 

自平成19年4月 1日 

至平成20年3月31日 

１株当たり純資産額 306円02銭 325円74銭

１株当たり当期純利益金額 24円87銭 47円57銭

(注)1.潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、
記載しておりません。 

  2.１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

前事業年度 
 

自平成18年4月 1日 

至平成19年3月31日 

当事業年度 
 

自平成19年4月 1日 

至平成20年3月31日 

当期純利益           (百万円) 10,794 20,642 

普通株主に帰属しない金額    (百万円)      －      － 

普通株式に係る当期純利益    (百万円) 10,794 20,642 

普通株式の期中平均株式数    (千株) 434,064 433,991 

 

 

重要な後発事象 

 

該当事項はありません。 
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６．役員の異動 

 

 

取締役の異動を次のとおり内定いたしました。なお、正式には平成２０年６月下旬開催予定の 

第８４期定時株主総会およびその後の取締役会において決定される予定です。 

      

（１）新任取締役候補者 

取  締  役   堀
ほり

 江
え

   均
ひとし

  （現 当社関連事業部主席部員） 

 

（２）昇任取締役候補者 

       常 務 取 締 役   深
ふか

 谷
や

 研
けん

 悟
ご

  （現 当社取締役素形材事業部長） 

 

（３）退任予定取締役 

常 務 取 締 役   南
みなみ

  省
しょう

 次
じ

  （日本鍛工株式会社代表取締役社長就任予定） 

 

以 上   

 

 

 

（ご参考） 

 

新 任 取 締 役 候 補 者 の 略 歴 

 

 

堀 江   均 

       （生年月日  昭和２７年２月２４日）  

昭和５０年 ３月   南山大学経営学部経営学科卒業 

昭和５０年 ４月   当社入社 

平成１７年 ４月   当社国際事業部長 

平成２０年 ４月   当社関連事業部主席部員 

 

以 上   

 



＜参考資料＞
平成２０年３月期　決算発表

連　　結

平成20年4月30日
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１．年間のセグメント別売上高
（単位：百万円、％）

当期 （前期差）

20年3月期 増減額 増減率

特 殊 鋼 鋼 材 329,638 41,884 14.6

電 子 ・ 磁 性 材 料 79,150 14,697 22.8

自動車・産業機械部品 115,890 8,844 8.3

ｴ ﾝ ｼ ﾞ ﾆ ｱ ﾘ ﾝ ｸ ﾞ 41,109 3,909 10.5

新 素 材 15,567 1,708 12.3

流 通 ・ ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 10,042 -2,266 -18.4

計 591,398 68,778 13.2

２．要約連結損益計算書
（単位：百万円、％）

当期 （前期差）

20年3月期 増減額 増減率
売 上 高 591,398 68,778 13.2

営 業 利 益 38,441 6,741 21.3

営 業 外 収 益 4,860 -603 －

営 業 外 費 用 5,801 1,666 －

経 常 利 益 37,501 4,471 13.5

特 別 利 益 1,951 1,029 －

特 別 損 失 2,051 1,744 －

税 引 前 純 利 益 37,401 3,755 －

法 人 税 等 20,572 8,800 －

少 数 株 主 利 益 2,632 311 －

当 期 純 利 益 14,196 -5,356 -27.4

３．当期経常利益増減要因（前期対比）
（単位：億円）

増益要因 金額 減益要因 金額
１．販売数量増加 　３６ １．原材料等市況 ５５６
２．販売価格是正 ５４４ ２．固定費の増加 　１６
３．販売内容改善 　３６ ３．営業外損益 　２２
４．コスト削減 　２３

計（ａ） ６３９ 計（ｂ） ５９４

差引（ａ）－（ｂ） 　４５

４．要約連結貸借対照表
（単位：百万円）

前期 当期 前期 当期
19年3月期 20年3月期 19年3月期 20年3月期

流動資産 264,156 295,807 31,650 負債 320,276 341,116 20,840

現 預 金 11,834 14,990 3,156 営 業 債 務 94,493 97,556 3,063

営 業 債 権 136,653 144,706 8,052 有 利 子 負 債 172,732 180,295 7,563

棚 卸 資 産 106,058 126,779 20,721 繰 延 税 金 負 債 12,867 8,544 -4,322

そ の 他 9,610 9,330 -279 そ の 他 40,184 54,719 14,535

固定資産 261,412 263,471 2,059 純資産 205,292 218,161 12,869

有 形 固 定 資 産 160,471 175,951 15,480 株主資本 167,939 178,611 10,671

無 形 固 定 資 産 926 911 -15 評価･換算差額等 19,899 9,478 -10,420

投資その他の資産 100,014 86,608 -13,405 少数株主持分 17,453 30,071 12,618

525,569 559,278 33,709 525,569 559,278 33,709

増減

負債純資産合計資産合計

増減科目 科目

(参考:原料市況)
前　期 当　期

19年3月期 20年3月期
Ｈ２建値

（千円／t）
ﾆｯｹﾙ(LME)

（＄／ＬＢ）
ｸﾛﾑ(南ｱ建値)
（￠／ＬＢ）

24.2 34.7

14.02 15.47

80.3 108.8
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５．予想セグメント別売上高
（単位：百万円、％）

予想 （前期差）

21年3月期 増減額 増減率

特 殊 鋼 鋼 材 360,000 30,361 9.2

電 子 ・ 磁 性 材 料 75,000 -4,150 -5.2

自動車・産業機械部品 126,000 10,109 8.7

ｴ ﾝ ｼ ﾞ ﾆ ｱ ﾘ ﾝ ｸ ﾞ 43,100 1,990 4.8

新 素 材 16,300 732 4.7

流 通 ・ ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 9,600 -442 -4.4

計 630,000 38,601 6.5

６．業績予想
（単位：百万円、％）

予想 （前期差）

21年3月期 増減額 増減率
売 上 高 630,000 38,601 6.5

営 業 利 益 34,000 -4,441 -11.6

経 常 利 益 33,000 -4,501 -12.0

当 期 純 利 益 17,500 3,303 23.3

７．予想経常利益増減要因（当期対比）
（単位：億円）

増益要因 金額 減益要因 金額
１．販売数量増加 　８４ １．原材料等市況 ３２１
２．販売価格是正 １７８ ２．固定費の増加 　３６
３．コスト削減 　５１ ３．営業外損益 　　１

計（ａ） ３１３ 計（ｂ） ３５８

差引（ａ）－（ｂ） －４５

８．設備投資額（計画ベース）および減価償却費

（単位：百万円）

前期 当期 （前期差） 予想 （前期差）

19年3月期 20年3月期 増減額 21年3月期 増減額

設 備 投 資 額 24,200 20,800 -3,400 24,200 3,400

減 価 償 却 費 16,544 19,586 3,042 21,900 2,314

（参考）業績の推移
（単位：百万円）

実績 予想

17年3月期 18年3月期 19年3月期 20年3月期 21年3月期
売 上 高 429,105 480,703 522,620 591,398 630,000

営 業 利 益 21,456 37,542 31,700 38,441 34,000

経 常 利 益 22,630 39,366 33,029 37,501 33,000

当 期 純 利 益 11,385 21,196 19,552 14,196 17,500

(参考:原料市況)
当　期 予　想

20年3月期 21年3月期
Ｈ２建値

（千円／t）
ﾆｯｹﾙ(LME)

（＄／ＬＢ）
ｸﾛﾑ(南ｱ建値)
（￠／ＬＢ）

15.47 12.50

108.8 275.0

34.7 54.5



（ご参考）

　第８４期定時株主総会に付議される取締役候補者、ならびに同総会終了後の取締役会で決定される役付取締役の選任と取締役の業務分担を
下記の通り内定いたしました。

　２００８年６月２７日付

役　職 氏　　　名 新　　分　　担 旧　　分　　担

　たか　やま      つよし

代表取締役会長 　髙　山　　　剛 

　 お　 ざわ まさ　とし

　小　澤　正　俊 

　 く   むら しゅうぞう 社長補佐、技術・生産総括 社長補佐、技術・生産総括
代表取締役副社長 　久　村　修　三 安全推進部統括 安全推進部統括

鋼材改革プロジェクト担当

　また   の  かず　ひこ 社長補佐、事業部・営業総括 社長補佐、事業部・営業総括
　俣　野　一　彦 東京本社長委嘱 東京本社長委嘱

　くら  はし もと　ふみ 環境エネルギー部、新分野開発センター、 環境エネルギー部、新分野開発センター、
常務取締役 　倉　橋　基　文 高機能材料事業部、ＥＳＴ事業部担当 高機能材料事業部、ＥＳＴ事業部担当

　いな  がき よし   お 技術サービス部、機械事業部担当 技術企画部、技術サービス部担当
〃 　稲　垣　佳　夫　 研究開発本部長委嘱 研究開発本部長委嘱

管理部門総括 管理部門総括
〃 　しま　 お       ただし 秘書室、経営企画部、関連事業部、 秘書室、経営企画部、関連事業部、

　嶋　尾　　　正 コーポレートリスクマネジメント部、安全推進部、 コーポレートリスクマネジメント部、安全推進部、
リスクマネジメント・コンプライアンス担当 リスクマネジメント・コンプライアンス担当

　いま   い　あき　とも 工具鋼部担当
〃 　今　井　明　倫 鋼材事業部長委嘱 鋼材事業部長委嘱

   つ 　 だ　たか  よし 技術企画部担当 素形材事業部、高合金事業部担当
　津　田　孝　良 調達本部長委嘱 調達本部長委嘱

  ふか　 や  けん   ご 工具鋼部担当
　深　谷　研　悟 (昇任) 鋼製品事業部、素形材事業部、高合金事業部担当 素形材事業部長委嘱

　かつ  やま のり　 お 

　勝　山　憲　夫 （非常勤） （非常勤）

　さわ　ちか やす　あき      

〃 　澤　近　泰　昭 鋼材事業部副事業部長、工具鋼部長委嘱 大阪支店長、鋼材事業部副事業部長委嘱

　くま　ざわ ひろ  あき      

　熊　澤　宏　昭 総務部、人事部、経理部担当 総務部、人事部、経理部担当

　みや　じま 　 　あきら     

　宮　嶋　    晃 大阪支店長委嘱 関連事業部長委嘱

  なか　つぼ しゅういち

　中　坪　修　一 鋼製品事業部長委嘱 鋼材改革プロジェクトリーダー委嘱

　やま　ぐち けいいちろう    

　山　口　桂一郎 高合金事業部長委嘱 高合金事業部長委嘱

  おか　 べ　みち   お

　岡　部　道　生 研究開発本部副本部長委嘱 研究開発本部副本部長委嘱

  ほり　 え　 　  ひとし

　堀　江　　　均 (新任) 関連事業部長委嘱 （関連事業部　主席部員）

　はし  づめ  　  まさる

　常勤監査役 　橋　爪　　　優 

　 や   ばし だいさぶろう

　矢　橋　大三郎

　 は 　 た  けんじろう

　 監 査 役 　波　多　健治郎

・退任予定取締役の常務取締役「南　省次」は日本鍛工㈱社長に就任予定です。

【問合せ先】大同特殊鋼株式会社　総務部　広報室　内藤

   TEL 052-963-7503    FAX 052-963-4386
　

２００８年４月３０日

大同特殊鋼株式会社

役員業務分担予定

記

〃

〃

代表取締役社長

以上

〃

〃

〃

〃

〃

〃

取　締　役

〃

〃




